
参考資料 １－７

公害防止対策事業に係る財政措置
「公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律」について

（平成１９年４月）

国 庫 補 助 金 地方債充当率（平成１８年度） 起債に係る元利償還金の地方交 備 考

付税基準財政需要額への算入 （財特法

事 業 区 分 事 業 の 細 区 分 通常の 特 例 起債 起債 （率は各年度の「地 根拠条

補 助 補 助 特例 配慮 方債充当率(総務 通常算入率 特例算入率 項等）

負担率 負担率 ※１ ※２ 省告示)」による）

措 置 第２条

特 定 公 共 下 水 道 １／３ １／２ － ○ １００％ ４４％ な し 第３項

※６ 第１号

都道府県 ９０％ ３０％

都 市 下 水 路 ４／10 １／２ － ○ 市町村・指定都市 (都道府県）

５５％ 12.5％

(市町村・指定都市）

下 水 道 ５０％

終 末 処 理 場 55/100 １／２ １６～４４％ ※７

公 共 下 水 道 （公共下水道）

そ の 他 50/100 ― ※５

－ ○ １００％ ４４％

終 末 処 理 場 ２／３ １／２ (流域下水道、特定

流 域 下 水 道 環境保全公共下水道)

そ の 他 50/100 ―

用 地 １／３ １／２ 第２条

緩 衝 緑 地 緩 衝 緑 地 － ○ ９０％ ３０％ ５０％ 第３項

施 設 １／２ １／２ 第２号

学校環境整備 都道府県 ７５％ ７０％(危険) 措 置 第２条

(公立の義務 公 害 防 止 工 事 等 １／３ 55/100 － ○ 指定都市・市町村 ３０％(プール) な し 第３項

教育諸学校) ９０％ ２０％(給食) ※６ 第４号

０％ ※８

河 川 １／３ １／２ ９０％ 第２条

※４ （・河川環境整備事 第３項

業のうち特定河川 第５号

しゅ ん せ つ ※３ の流域において実

港 湾 ０ １／２ ○ ○ 施する河川浄化対 ３０％ ５０％

・ 導 水 等 策

・漁場環境保全創

水 産 基 盤 １／２ １／２ 造事業都道府県・

指定都市７０％

市町村 ７５％）

※４ 土壌汚染防止等 55/100 55/100 第２条

農業用施設（かん 第３項

公 害 対 策 がい排水施設） そ の 他 55/100 １／２ 第６号

－ ○ ９０％ ３０％ ５０％

土 地 改 良 農 用 地 汚 染 除 去 等 50/100 55/100

（客土・排土等）

そ の 他 50/100 １／２

※４ 都道府県・指定都市 第２条

ダイオキシン 土 壌 汚 染 防 止 ・ 除 去 等 １／２ 55/100 ○ ○ ７０％ ０％ ５０％ 第３項

類 対 策 市町村 ７５％ 第７号

幼 稚 園 等 １／３ １／２ － ○ ７５％ ０％ 第２条

第３項

政令で定める １／３ １／２ 都道府県・指定都市 ５０％ 第９号

事 業 児 童 福 祉 施 設 １／２ 55/100 ７５％ ０％

－ ○ 市町村 ８０％

老 人 福 祉 施 設 １／２ 55/100 （介護施設

１００％）

※１ ……… 地方財政法上、非適債措置となっているものの、適債措置（第４条１項）

※２ ……… 地方債の起債に当たっては、財政融資資金をもって引き受けるよう特例配慮がある。（第４条第２項）

※３ ……… 港湾公害防止対策事業として行う場合は０、それ以外の事業として行う場合は１／２

※４ ……… 公害防止計画策定地域以外の地域において実施される公害防止対策事業で総務大臣が主務大臣及び環境大臣と協議して指定した事業につい

ても適用される。

※５ ……… 合流式・分流式の別及び処理区域内人口密度別に１６～４４％を算入

※６ ……… 特定公共下水道（単独分）及び義務教育施設（学校環境整備）については、本財政措置においては交付税措置を講じていない。（なお、義
務教育施設（学校環境整備）においては、通常分として各費目において基準財政需要額に算入される。）

※７ ……… 平成１６年度より、下水道事業のうち更新事業に係る経費についても、交付税措置の対象外としている。
※８ ……… 市町村立施設について、危険改築・不適格改築事業等は７０％、屋外プールの新増築事業は３０％、給食施設の新増改築事業は２０％及び

その他事業は０％を算入（平成18年7月20日付け総財調第24号「安全・安心な学校づくり交付金事業に対する地方財政措置について」参照）

（注）監視測定施設等整備に対する財政上の特別措置は平成１６年度、廃棄物処理施設については平成１７年度策定計

画をもって終了。


